
 

 

フィリピン全土の通信インフラ拡充につながる「コネクタドン・ピノイ法」

が成立―フィリピン通信業界の新たな成長機会を創出 

 

当社グループの国際通信事業の中核地域であるフィリピン共和国において、国全体のデジタル接続を強

化することを目指す「コネクタドン・ピノイ（Konektadong Pinoy）法（データ伝送オープンアクセス

法）」が、大統領署名なしで 2025年８月 24日までに自然成立（lapsed into law）し、正式に法律とな

りましたので、お知らせいたします。本法は、データ通信分野における参入障壁を下げ、より多くの事業

者が通信インフラにアクセスできる環境を整えることで、国民全体のインターネット接続性を高めること

を目的としており、フィリピン通信業界の新たな成長機会の創出が期待されます。 

 

１．Konektadong Pinoy 法の目的 

本法は、国内外を結ぶ大容量のバックボーン回線や地域をつなぐ中継回線といった基幹的な通信ネット

ワークを幅広い事業者に開放し、特に地方の未サービス（unserved）・サービス不十分（underserved）

地域における通信整備を後押しする枠組みです。 

具体的には、電気通信事業への新規参入におけるフランチャイズ（特権）要件の撤廃や、通信インフラ

の新規事業者との共有化（オープンアクセス）等が柱となっており、これまで議会による認可が必要とさ

れていた通信事業のデータ伝送分野への参入が、大幅に簡素化されます。フィリピンでは近年、インター

ネットの需要拡大を受け、ISP（インターネットサービスプロバイダー）事業者の数が急速に伸びており

ましたが、本法成立による要件緩和が後押しとなり、ISP事業者等の参入がさらに増加していくことが見

込まれます。 

なお、フィリピンの法制度上、本法の運用開始には IRR（Implementing Rules and Regulations＝施

行規則）の策定が不可欠です。今後、情報通信技術省（Department of Information and Communications 

Technology＝DICT）および国家電気通信委員会（National Telecommunications Commission＝NTC）

により、具体的な施行規則が整備される予定です。 
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２．本法成立による当社事業への影響 

この法制度の整備は市場全体の成長・拡大につながり、業界全体の需要拡大と投資機会の増大が見込ま

れます。 当社および業界全体にとって具体的に以下のようなプラス効果をもたらすと考えています。 

⚫ 地域 ISP の拡大による地方接続改善 

 現在フィリピン国内では約 900 社の ISP 事業者が活動しており、本法の後押しにより未サービ

ス・サービス不十分地域での参入が加速します。当社は既にフィリピン国内海底ケーブルネットワ

ーク（PDSCN）を中心とした基幹網を整備し、地方 ISP向けに回線を提供しており、今後はこうし

た制度的追い風によりパートナーの裾野がさらに広がると見込まれます。 

⚫ 健全な競争促進とサービス改善 

 新規事業者の参入が促されることで競争が活性化し、ブロードバンド料金の低下や品質改善が期

待されます。地方におけるインターネット環境の格差是正にも直結します。 

⚫ デジタル・エコシステムの発展 

 ISP事業者や CATV事業者のみならず、データセンターやクラウド事業者との協働が進むことで、

フィリピン全体のデジタル基盤が強化され、国を挙げたデジタル化戦略とも整合的に発展が進むと

考えられます。 

⚫ 投資環境の改善 

 法的枠組みの明確化により、国際的なインフラ投資家にとってフィリピン市場は一層魅力的なも

のとなり、海底ケーブルやデータセンターなどへの投資流入の加速が期待されます。 
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当社グループは、日本基準の高品質で安定的な通信回線を提供するとともに、地方の通信事業者等のネ

ットワーク構築サービスも一体的に手掛けることにより、地方通信インフラの実質的な基盤としてのポジ

ションを着実に確立しつつあります。本法成立が、制度面からの追い風となるものと認識しております。 

当社グループは、質の高い通信インフラの提供と持続的な成長を通じて、日本とフィリピン両国のデジ

タル基盤強化に貢献するとともに、引き続き企業価値の向上に努めてまいります。 

 

３．今後の見通し 

本件が短期的に当社連結業績に与える影響は、軽微であると考えておりますが、当社としましては、こ

の動きを引き続き注視し、成長の機会を最大限に活かしていく方針です。 

今後は、制度の運用状況や市場動向を注視し、開示すべき重大な事象が発生した場合には速やかにお知

らせいたします。 

以 上 
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